
4. 大分川ダム検証に係る検討の内容 

4.1  検証対象ダム事業等の点検 

検証要領細目に基づき、大分川ダム建設事業等の点検を行った。 

4.1.1 総事業費及び工期 

現在保有している技術情報等の範囲内で、現在の大分川ダム基本計画に定められている総事

業費及び工期について点検を行った※1。点検の概要を以下に示す。 

 

※1  この検討は、今回の検証のプロセスに位置づけられている「検証ダム事業費の点検」の一環として行っているもの

であり、現在保有している技術情報の範囲内で、今後の事業の方向性に関する判断とは一切関わりなく、現在の事業

計画を点検するもの。また、予断を持たずに検証を進める観点から、ダム事業の点検及び他の治水対策案（代替案）

のいずれかの検討に当たっても、さらなるコスト縮減や工期短縮などの期待的要素は含まないこととしている。 

なお、検証の結論に沿って、いずれの対策を実施する場合においても、実際の施工に当たってはさらなるコスト 

縮減や工期短縮に対して 大限の努力をすることとしている。 

 

(1) 総事業費 

1) 点検の考え方 

・平成 20 年度に変更した大分川ダム基本計画の総事業費を基に、平成 22 年度以降の残事

業を対象として点検（平成 21年度末までの実施済額については、契約実績を反映）を行

った。 

・平成 21 年度迄の調査検討結果及び設計成果を基に、残事業の数量や内容、工事単価を精

査するとともに、平成 22年度単価による確認を実施した。 

なお、調査、設計、検討業務等のうち、毎年度継続的に実施するもの及び営繕、宿舎

費、事務費については、今後の工期や予定工数を基に、平成 21 年度の実績額等にて確認

を実施した。 

・残事業の数量や内容については、今後の変動要素を考慮して分析評価を行った。 

・平成 20 年 7 月に変更した大分川ダム基本計画では、大分川ダムの総事業費約 967 億円に

対して残事業費は、約 470.4 億円となっている。 

 

2) 点検の結果 

・残事業費を点検した結果（表 4-1-1-(1)のとおり。）約 484.1 億円（実施済額を合わせた

総事業費は約 980.7 億円）になった。 

・なお、今回の検証に用いる残事業費は点検結果である約 484.1 億円を使用する。 

・残事業完了までの工期は、8年間と仮定した。 
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(2) 工期 

1) 点検の考え方 

・総事業費の点検と同様に、平成 20 年度に変更した大分川ダム基本計画の工期（平成 29

年度）を対象とした。 

・なお、ダム本体及び関連工事は、予算上の制約もあるが、検証終了後、可能な限り速やか

に入札手続きに着手し、必要な期間を確保すると想定した。 

・点検の対象となる主な工種については、以下の考え方に基づき算定している。 

＜主な工種＞ 

・基礎掘削、本体盛立 

 14 時間施工を基本に工期を算定した。 

・監査廊、基礎処理 

   24 時間施工を基本に工期を算定した。 

 

2) 点検の結果 

・設計内容や施工内容に特段の変更はないことから、ダム本体工事の入札公告から試験湛

水の終了までに約 8年かかる見込みである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 4-1-1-(2) 事業完了までに必要な工期 (案) 

※ 検証の完了時期や予算の制約、入札手続き等によっては、見込みの通りとならない場合がある。 

4 7 10 1 4 7 10 1 4 7 10 1 4 7 10 1 4 7 10 1 4 7 10 1 4 7 10 1 4 7 10 1
～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～
6 9 12 3 6 9 12 3 6 9 12 3 6 9 12 3 6 9 12 3 6 9 12 3 6 9 12 3 6 9 12 3

契約手続き

基礎掘削

監査廊

基礎処理

本体盛立

閉塞工

仮設備

土捨て場

材料山整備

管理設備

試験湛水
補
償
関
連

付替道路
（市道・林道）

８年

本
体
工
事
関
連

４年 ５年 ６年 ７年１年 ２年 ３年

（事業完成までに付替道路整備完了）

（試験湛水開始までに管理設備整備完了）

（試験湛水開始までに撤去完了）

：クリティカル
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4.1.2 堆砂計画 

大分川ダムの堆砂容量（1,600 千 m3）について点検を行った。 

(1) 堆砂容量について  

大分川ダムの堆砂容量については、次に示す方法により算出されている。 

・計画比堆砂量の算定に使用した近傍類似ダムの堆砂量や雨量等のデータを平成 12年ま

で使用し、比堆砂量※1を算定した。 

・この計画比堆砂量と大分川ダムの流域面積を乗じ、100 年分の堆砂量を推定し、大分川

ダムの堆砂容量として算出した。 

 ※1 実績の堆砂量を流域面積と運用年数で除した値（m3/ /年）。流域から土砂の

流入により、どの程度貯水池内に堆砂するかを示す指標。 

計画比較堆砂量＝394 m3/ /年≒400 m3/ /年 

大分川ダムの堆砂容量 ＝ 400 m3/ /年  × 38    × 100 年 

              (計画比堆砂量)   (流域面積)    (年数) 

≒ 1,600 千 m3 

(2) 点検の考え方             

 計画比堆砂容量の算定に使用し  表 4-1-2 大分川ダム比堆砂量の推定結果 

た近傍類似ダムの堆砂量や雨量等 

のデータを 新の平成 21年まで 

使用して、計画比堆砂量の点検を 

実施した。 

                    

(3) 点検の結果 

新の平成 21年までの堆砂量や雨量等のデータを使用し点検を実施した結果、比堆砂量

推定値は、397m3/ /年 (= 400) と大分川ダムの計画比堆砂量に大きな変化はないことから、

現計画の堆砂計画は妥当と判断する。 

 

4.1.3 計画の前提となっているデータ 

(1) 点検の実施 

検証要領細目「第 4 再評価の視点」(1)で規定されている「過去の洪水実績など計画の

前提となっているデータ等について詳細に点検を行う。」に基づき雨量データ及び流量デ

ータの点検を実施した。 

 今回の検証に係る検討は、点検の結果、必要な修正を反映したデータを用いて実施した。 

  

(2) 点検結果の公表 

 雨量データ及び流量データの点検結果については、別途、九州地方整備局ホームページ

で公表した。 

近傍類似ダムの選定

近傍類似ダムの堆砂量と雨量等
のデータから、大分川ダムの計

画比堆砂量を算定

大分川ダムの堆砂容量の算定

【大分川ダムの堆砂計画検討の流れ】

・堆砂容量
400m3/km2/年×38km2×100年間

≒1,600千m3

【点検】

・耶馬渓ダム、松原ダム、下筌
ダム、芹川ダム、祝子ダムの５
ダムを使用

・堆砂容量
400m3/km2/年×38km2×100年間

≒1,600千m3（変更なし）

・H12までの堆砂量及び雨量等
のデータを使用し、計画比堆砂
量を算定
394m3/km2/年≒400m3/km2/年

・ 新のH21までの堆砂量及び
雨量等のデータを使用し、計画
比堆砂量を点検
397m3/km2/年≒400m3/km2/年

（変更無し）

【現計画】
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